
及び施設の安全を確保する義務を負い、かつ、安全

状態の判断が、連邦国防大臣及び所管の最上級州

官庁の同意を得て軍事防諜局に委任された場合に

おける、同盟国の軍隊及び国際的な軍事的司令部

の支所及び施設

⑶ 軍事防諜局は、以下の各号の場合において協力を

行なう。

１．連邦国防省の管轄領域に属し、又はこの領域で勤

務し、若しくは勤務するものとされている者の安

全性審査で、次の項目にあてはまる場合

ａ．当該の者が、公益の観点から秘密保持を要する

事実、対象物若しくは知見を明かされ（anver-

trauen）、これらへのアクセスを保持するものと

され、又はこれらにアクセスすることができる

とき

ｂ．当該の者が、連邦国防省の管轄領域における安

全性がより強く求められる（sicherheitsempfind-

lich）機関に配置され、又は配置するものとされ

ているとき

２．公益の観点から秘密保持を要する事実、対象物又

は知見について、権限の無い者が知識を得ること

を防ぐための連邦国防省の管轄領域における技術

的な安全措置をとる場合

第１文第１号ａに定める協力に際しての軍事防諜局

の権限は、1994年４月20日の安全性審査法でこれを

規定する。

⑷ 軍事防諜局を警察の一支所として編入することは

許されない。

⑸ 軍事防諜局は、一般的な法規に拘束される（基本法

第20条）。

MADに対する情報提供を定めた条文は現行法に

も存在するが、ここでは、国外出動に関連して有益と

思われる情報についてもこれらの組織が情報を提供

するよう定めることが目的とされている。

議会監督審査会とは、情報機関の活動を統制する

ために連邦議会に設置されている組織である。

（わたなべ ただし・海外立法情報課）

【短信：ロシア】

ロシアにおける連邦・地方自治制度の改革
溝口 修平

2003年に議会は、プーチン大統領が提出した

連邦制・地方自治制度に関する２つの法案を可

決した。１つは、６月に上下両院を通過し、７

月４日に大統領が署名した「『ロシア連邦構成主

体の国家権力の立法（代表）及び執行機関の組

織の一般原則についての連邦法』（以下「連邦構

成主体一般原則法」）の改正及び増補についての

連邦法」（以下「連邦構成主体一般原則改正法」）

であり、もう１つは、９月に議会で可決され10

月６日に大統領が署名した「ロシア連邦におけ

る地方自治の組織の一般原則についての連邦

法」（以下「新地方自治一般原則法」）で
(注１)

ある。

ロシア連邦は、共和国、地方（ ）、州、連

邦的意義を持
(注２)

つ市、自治州、自治管区から構成

されており、これらは連邦構成主体と呼ばれる。

他方、地方自治体は、市及び郡以下の単位を指

す。連邦構成主体の権力機関は、連邦中央の権

力機関と共に「国家権力機関」と位置付けられ

るのに対し、地方自治体は国家権力の体系には

含まれない。したがって上述の２つの法律では、

前者が連邦中央と連邦構成主体の関係を規定す

るものであり、後者が国家権力と地方自治体の

ロシア
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関係を規定するものである。

連邦制や地方自治をめぐる改革は、プーチン

が大統領就任後に最も重視してきた政策の１つ

である。したがって、以下では、まずこの問題

に関してロシア連邦成立後（主にエリツィン政

権時）にどのような制度が形成され、それがど

のような問題をはらんでいたかを概観し、そう

した状況の中でプーチン大統領がこれまでにど

のような方策を執ってきたのかを見る。その後

に上述した新しい２つの法律について、以前の

法律からの変更点を中心に述べる。

１．背景

ロシアの中央・地方関係は、連邦中央、連邦

構成主体、地方自治体の３層から構成され、そ

れぞれの関係を定めるルールが存在する。

連邦中央と連邦構成主体の権限区分を定める

ルールとしては、1992年３月に調印された「連

邦条約」と1993年12月に制定された「ロシア連

邦憲法」が一般原則として存在し、それを具体

化するものとして連邦中央と個々の連邦構成主

体が個別に結ぶ「権限分割条約」及びその付属

文書である「権限分割協定」がある。

ただし、これらの憲法、条約、協定類は、当

時の時代状況を反映して多くの問題を抱えてい

た。第１に、ソ連崩壊前後には各民族の分離傾

向が強く、これらは連邦中央が地方と妥協する

形で定めたものであった。第２に、連邦中央と

連邦構成主体がそれぞれどのような具体的権限

を持つのか、また、すべての連邦構成主体の権

限は平等なのか、それとも共和国、州などによ

り権限の差異を設けるのかといった点につい

て、各規定の間に整合性をつけることができな
(注３)

かった。

他方で、地方自治に関しては、憲法の第12条

及び第８章（第130条から第133条）にその規定

があり、それに基づき、1995年に「旧地方自治

一般原則法」が制定された。憲法第72条によれ

ば、「地方自治の組織の一般原則の制定」は連邦

中央と連邦構成主体の共同管轄事項とされてい

る。つまり、「旧地方自治一般原則法」のような

連邦法の定める枠内で、連邦構成主体は地方自

治に関する法規制を行うことになって
(注４)

いる。

ロシアでは、体制移行の中で初めて地方自治

という概念が導入され、地方自治体はかつて国

有企業が担ってきた社会的
(注５)

機能をも担うことと

なった。しかし、この事務に対する制度の整備

は不十分であり、かつそれに見合った財源の配

分もなされていない。こうした点が、これまで

地方自治の問題点として指摘されて
(注６)

きた。

２．プーチンの連邦制改革

「強い国家権力」の必要性を説くプーチン大

統領は、それを実現するために、「法の独裁」と

「権力の垂直性」の強化を標榜している。これ

は、法の無秩序状態を克服して、憲法・連邦法

を頂点とする法秩序を確立し、連邦機関の命令

系統を強化することを意味
(注７)

する。したがって、

中央・地方関係の再編は、プーチン政権の中心

的な課題であった。

プーチン大統領がこれまで実施してきた改革

は、以下の３つに大別できる。

第１に連邦管区の設置である。2000年５月に、

プーチン大統領は、国土を７つの連邦管区に分

割し、各連邦管区に大統領全権代表を据えると

いう大統領令を発布した。これによれば、大統

領全権代表は大統領に直属し、自らの管轄地域

において国家政策の基本路線の実施を確保する

存在である。プーチン大統領は、複数の連邦構

成主体をまたぐ連邦管区を設置し、それを管轄

する連邦管区全権代表を置くことで、連邦中央

による地方の統制を強めようとした。

第２に上院編成の改革である。従来、連邦議

会の上院では、連邦構成主体の首長とその立法

府の長が自動的にそのメンバーとなるという仕

組みがとられていたが、首長と立法府の長がそ

ロシア
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れぞれ１名ずつ議員を選出（もしくは任命）す

るという方式に改められた。この法改正により、

プーチン大統領は、これまで問題視されていた

首長の中央政界に対する影響力を弱めること、

また首長が議員として持っていた不逮捕特権を

奪うことに成功
(注８)

した。

第３に、「連邦構成主体一般原則法」及び「旧

地方自治体一般原則法」の改正である（次節で

述べるものとは異なる）。これらは、それぞれ、

大統領による連邦構成主体首長の罷免の権利、

連邦構成主体首長による地方自治体の長の罷免

の権利を認めている。これも「権力の垂直性」

を強化しようとするプーチン大統領の意図に即

したものである。

これら一連の改革は、「プーチンの連邦制改

革」と言われているが、それは、エリツィン政

権時に生じた権力分散的な傾向を引き締め、連

邦法の優位を確保することをその主要な目的と

している。他方、以下で述べる２つの法改正は、

これまでの改革を踏まえて、連邦と連邦構成主

体の国家機関、及び地方自治機関との間の権限

の区分を明確にすることを目指したもので
(注９)

ある。

３．２つの法改正

「連邦構成主体一般原則改正法」と「新地方

自治体一般原則法」は、2003年２月21日に、プー

チン大統領によってパッケージとして下院に提

出された。この２つの法律は、連邦中央、連邦

構成主体、地方自治体の権限区分の明確化とそ

れぞれの活動の経済的基盤の確保を目的とした

ものであり、その内容もパラレルなものである。

したがって、以下では、「連邦構成主体一般原則

改正法」は簡単な紹介をするにとどめ、今回全

面的な改正が加えられた「新地方自治体一般原

則法」の内容を中心に述べる。

「新地方自治体一般原則法」は、「旧地方自治

体一般原則法」に替わるものとして、新たに策

定されたものである（施行は、2006年１月１日）。

旧法が全８章62条の法律であったのに対し、新

法は全12章86条にわたるものである。こうした

量的増加からも分かるとおり、今回の法改正の

大きな特徴は、個々の規定がより詳細になった

ということにある。

内容における主要な変更は、以下のとおりで

ある。

第１に、旧法では「第6条 地方自治体の管轄

事項」の中で規定されていたものが、「第３章

連邦的意義の問題」（第14条～第18条）と「第４

章 個別の国家的権限の地方自治体への付与」

（第19条～第21条）の中で詳細に規定されるこ

ととなった。第３章では、旧法では「地方自治

体」として一括されていたものが、都市居住区

域、農村居住区域、地方自治郡、都市地区に分

類され、それぞれの管轄事項が規定された。

また第４章では、地方自治体への国家的権限

の付与の規則、付与された権限の地方自治体に

よる実施、その実施に対する国家の監督につい

て記されて
(注10)

いる。それによれば、地方自治機関

及び地方公務員は、国家機関に権限実施に関す

る文書を提出する義務があり、法律に違反した

場合には、国家権力機関はその違反を除去する

よう命令を下すことができる。

第２に、地方自治体の経済的基盤についてで

ある。すでに述べたとおり、地方自治体の活動

について、その財源確保が不十分であることが

これまで問題視されてきた。

地方予算は、地方税、地方自治体の財産から

の収入、地方自治体企業の得た利潤、連邦税及

び連邦構成主体の税からの控除等によって構成

される。「旧地方自治体一般原則法」では、こう

したリストが示されているだけであったが（第

36条１項）、「新地方自治体一般原則法」では、

地方税、地域税（連邦構成主体の税）、連邦税か

らの歳入がそれぞれどのような法的基盤のもと

に形成されるかが示された（第57条～第59条）。

外国の立法 219（2004.2)128

ロシア



ただし、その具体的な規定に関しては、連邦税

法典及び連邦予算法典の改正によって定められ

ることとされて
(注11)

いる。

また、地方自治体に付与された国家的権限を

実施する際の財政は、連邦または連邦構成主体

の予算からの補助金によって確保されることと

なっているが（第19条５項）、それは連邦構成主

体の予算内に設けられた補正地域基金から提供

される。この補助金は、客観的条件を考慮した

上で、国家的権限を実施する地方自治体の間で

分配さ
(注12)

れる。

もう１つの「連邦構成主体一般原則改正法」

は、現行法に「2 IV.1.章 連邦国家権力機関と

連邦構成主体国家権力機関の間の権限分割の一

般原則」と「IV.2.章 連邦構成主体国家権力機

関の活動の経済的基盤」を追加した点がその主

要な変更点であった（第１条17項）。前者におい

ては、連邦と連邦構成主体の管轄事項、及び両

者の共同管轄事項の法的基盤とその活動の財政

的確保、権限行使における規則などが定められ

た。後者では、連邦構成主体の財産、予算、歳

入と歳出、連邦からの補助金などについて述べ

られている。

４．おわりに

以上のとおり、この２つの法律は、プーチン

大統領がこれまで実施してきた中央・地方関係

の再編を継続するものとして位置付けることが

できる。すなわち、エリツィン政権時に生じた

権力分散的な傾向を押し止め、連邦法の優位を

確保したこれまでの政策を引き継ぎ、連邦中

央・連邦構成主体・地方自治体という３層構造

の権限をより明確なものとした。

しかし、これらの法案の審議過程においては、

地方指導者を中心に強い抵抗があった。チュメ

ニ州知事のセルゲイ・ソブヤニンが、この改革

が知事の権限を制限し、中央による地域（連邦

構成主体）に対する管理の強化となりかねない

ことに懸念を示したよ
(注13)

うに、法案成立は一層の

集権化につながると考えられていたからであ

る。

また、この改革が実現するためには、税法典

と予算法典の改正が必要であるが、議会ではま

だその改正の概念が示されただけであり、その

内容も不十分なもので
(注14)

ある。こうした点の解決

が今後政権に課される課題である。

(注)

⑴ すでに1995年にも、「ロシア連邦における地方自治

組織の一般原則についての連邦法」という法律は制

定されており、「新地方自治体一般原則法」はそれを

廃する形で新たな法律として制定された。以下、本稿

では前者を「旧地方自治体一般原則法」とする。

⑵ モスクワ市とサンクト・ペテルブルク市のことを

指す。

⑶ エリツィン大統領（当時）は、権限分割条約によっ

て権限を連邦構成主体に委譲し、地方の不満を抑え

ようとし、またそのようにして連邦構成主体首長の

支持を得ることで、自らの権力を保持しようとした

と考えられる。このような状況下での連邦制度の成

立とその変遷については、中居孝文「ロシアにおける

中央・地方関係の変遷」『ロシアにおける中央・地方

関係と財政連邦主義』（平成12年度外務省欧亜局ロシ

ア課委託調査）,ロシア東欧貿易会・ロシア東欧経済

研究所,2000,pp.1-27を参照のこと。

⑷ 連邦中央と連邦構成主体の共同管轄事項に関し

て、憲法第76条は、「連邦法ならびにそれにしたがっ

て採択されるロシア連邦の構成主体の法律及びその

他の規範的な法的アクトが公布される」と定めてい

る。

⑸ 国有企業は、住宅、保育園・幼稚園、図書館などの

施設を建設してきた。

⑹ 大江泰一郎、竹森正孝、樹神成「民主的法治国家」

小森田秋夫編『現代ロシア法』東京大学出版会,2003,

p.114.

⑺ 中居孝文「プーチン政権の地方政策」前掲『ロシア
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における中央・地方関係と財政連邦主義』,pp.29-31.

⑻ ただし、地方への譲歩として、大統領を議長とし、

連邦構成主体の首長から構成される諮問機関である

国家評議会（ ）が、2000年９月に創設された。

⑼ , 2002.11.18,

,2003.2.19.（「真実の半分」『ロ

シア新聞』,2003.2.19.）

⑽ 「旧地方自治体一般原則法」では、こうした事柄は

連邦及び連邦構成主体の法律によって規定されると

しか述べられていなかった。

,2003.9.17.（「議員は地方自治権力を

服従させた」『コメルサント』,2003.9.17.）

地域補正基金は、連邦補正基金から分配された補

助金とその他の連邦構成主体の歳入から構成され

る。

.

,2002.12.25.（「エキゾチックなものは

十分にある。我々の生活により近づいている」『ロシ

ア新聞』、2002.12.25.）

, ,

2003.6.10.（「金はない。タバコは吸える」『ロシア新

聞』2003.6.10.）
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（代表）及び執行国家権力機関組織の一般原則につ

いての連邦法』の改正及び増補についての連邦法」）

⑸ 『ロシアの内政――連邦制および中央・地方関係の

諸問題』（平成12年外務省委託研究報告書）、日本国際

問題研究所、2001.

⑹ 永綱憲悟「上院改革の進展と大統領プーチン

――新議長ミローノフ誕生の背景」『プーチン政権下

のロシアの内政動向――プーチン政権２年目の総

括』（平成13年外務省委託研究報告書）、日本国際問題

研究所、2002,pp.41-64.

（みぞぐち しゅうへい・海外立法情報課非常

勤調査員）
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